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2006年に定義された「健康経営」は2014年から健康経営度調査が
開始され、2016年健康経営優良法人認定申請がスタートしました。
スタート初年度は大企業が235社、中小企業が318社でしたが
2021年大企業は2299社、中小企業は12255社と飛躍的な伸びを見
せています。
健康経営とは「人という資源を資本化し、企業が成長することで、
社会の発展に寄与すること」という経営戦略のことをいいます。

企業が従業員の健康の保持・増進に取り組み従業員の活力向上
や生産性の向上等の組織の活性化をもたらし、結果的に業績向上
や組織としての価値向上へつながることが期待されています。
これまでの従業員の健康づくりに関しては「福利厚生」という考
え方の元進められてきましたが、健康経営では社員の健康づくり
を「投資」と見ています。

昨今、体調不良による欠勤（アブセンティーズム）が問題となっ
ていますが、真の問題は出勤していても体調不良による生産性の
低下（プレゼンティーズム）だと言われています。
企業が社員の健康づくりに投資するわけは欠勤を減らすことだけ
でなく、良好な状態で業務にあたることにより生産性を向上させ
るという目的があるのです。
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これまでは従業員の健康づくりに関すること
は厚生労働省の管轄でした。
健康経営では経済産業省が中心となり動いて
います。
縦割り行政の枠を越え、経済産業省・厚生労
働省・スポーツ庁が手を組み、国を挙げての
施策となっているのです。
先進国の中でも生産性が低いと言われている
日本で停滞する経済を押し上げたい経産省と
40兆を超えてきた医療費を下げたい厚労省が
垣根を越えて取り組んでいます。
健康経営銘柄の選定も始まり、銀行による金
利の優遇や地銀に至っては健康経営銘柄に選
定された企業の従業員に特別金利で住宅ロー
ンを組むようなところも出てきています。

健康経営優良法人に認定された企業は新規採
用の求人数が伸びる等様々な効果も生んでい
るようです。

健康経営の一番重要なところは企業理念に基
づいた健康経営への取組であること。
企業が長期的なビジョンに基づき健康経営に
取り組むことによって幸せな社員を多く生み
出し、社会へ貢献することにより最終的に企
業価値が高まり業績向上と企業価値の向上が
成し遂げられるという事にコミットすること
が企業に求められています。
これからの時代、人をコストとして見るので
はなく「資本」と見る企業が評価され学生た
ちもそのような企業で働きたいと考えている
ようです。
今後、働き方も大きく変化していきます。

【目 標】

従業員が心身ともに健康で働きやすく、
働きがいがあると感じる職場づくり

からだの健康 こころの健康

生活習慣病
対策

ハラスメントの
ない職場づくり

メンタルヘルス
対策

ワークライフ
バランス向上

健康施策（EX）

健康市場は今後も需要が高いマーケットとして成長が予想
されます。
様々な産業から新たな商品・サービスが提供されますが、
皆様の会社でも自社で参入できるコトがないかアイデアを
考えてみてください。

得られる効果

就活生・親共に、
従業員の健康や働き方に配慮しているがTOP

ワークエンゲージメントの向上
（仕事に対してポジティブで

充実した心理状態）

受診勧奨の実施

禁煙サポート
制度の導入

スポーツイベント・
ウォーキング・ヨガの実施

ハラスメント防止・
メンタルヘルス研修

有給休暇の取得促進
介護・子育て等の
両立支援制度導入

アプセンティーイズム
（健康上の問題により
業務パフォーマンスが
低下している状態）

プレゼンティーイズム
（疾病による欠勤の低減）

健康市場の世界規模は約500兆円

精密検査受診率
の向上

喫煙者比率の低下

運動習慣比率の向上

高ストレス者
割合の低下

従業員満足度の向上

⚫ パーソナルケア＆ビューティ・
アンチエイジング市場（119兆円）

⚫ ウエルネスフード・栄養・ダイエット市場（77兆円）
⚫ ウェルネスツーリズム市場（70兆円）
⚫ フィットネス市場（65兆円）
⚫ ウェルネス不動産市場（15兆円）
⚫ メンタルウェルネス市場（13兆円）、etc


